
 

令和４年度「都道府県・市区町村等日本語教育担当者研修」 

募集案内 

１ 趣 旨 

我が国に在留する外国人は、社会や経済の国際化の一層の進展に伴い、今後、ますます増加する

ことが予想される。このような状況の中、令和元年６月には「日本語教育の推進に関する法律」が

公布・施行され、令和２年６月には「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進す

るための基本的な方針」が閣議決定された。国及び地方公共団体は、外国人等が円滑に日本社会の

一員として安心・安全な生活を送ることができるよう、連携して日本語教育を推進していく必要が

ある。この研修では、都道府県・市区町村等の日本語教育の担当者を対象とし、各域内における日

本語教育施策等の企画・立案能力の育成・向上を目的として、研修や意見交換を実施する。 

 

２ 開催日時 令和４年１２月26日（月）１３：００～１７：３０（４時間３０分） 

       オンライン（ウェブ会議システムZOOM）により開催 

 

３ 主  催 文化庁 （運営：株式会社Piic） 

 

４ 対  象 

都道府県及び市区町村において地域における日本語教育を担当する職員・コーディネーター等

（国際交流協会※の職員を含む。） 
 

※ ここで言う国際交流協会とは、以下の団体とする。 

①地方公共団体が設立した 

②地方公共団体が事務局を務める 

③地方公共団体から協会運営の委託等を受けている 

④地方公共団体の施設の指定管理を行っている 

 

なお、本研修の対象者は、地方公共団体や国際交流協会において、日本語教育事業の推進をし

ている職員等とし、日本語教室等で指導を行っている者等は含まない。 

 

  先着１５０名。１団体1名の出席に限る。（地方公共団体とその国際交流協会は別団体とする。） 

 

５ 内  容   

テーマ「地域のニーズを踏まえた日本語教育の体制づくりの検討 

～「地域における日本語教育の在り方について（報告）」の観点を踏まえて～」 

 

①  開会挨拶（５分） 

 

②  施策説明（５５分） 

・文化庁国語課／出入国在留管理庁政策課外国人施策推進室／総務省自治行政局国際室 

／文部科学省総合教育政策局国際教育課 

 

③  報 告 「文化審議会国語分科会日本語教育小委員会における審議内容について」（１５分） 
・文化庁国語課 
 

④  基調講演 （３０分） 

  「地域における日本語教育関連施策の現状と課題」 

  ・株式会社三井物産戦略研究所産業情報部 主席研究員 大木 義徳 氏 

文化審議会国語分科会日本語教育小委員会 委員（平成29年度～令和３年度） 

文化庁「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」審査委員会 委員（令和3年度） 

①～④のいずれかを満たす団体のうち、地域

における国際交流、多文化共生、外国人支援

等に関する事業を行う団体。 

 

 



⑤  実践報告・質疑応答（１時間２０分） 

i 日本語教育の参照枠を活用した日本語教育の展開―オンラインによる教育の実施― 

【岩手県】（令和３～４年度「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」活用） 

 ・岩手県ふるさと振興部国際室 主事 髙橋 拓実 

 ・公益財団法人岩手県国際交流協会交流推進課 主事 佐々木 葵 

 ・岩手地域日本語教育コーディネーター 藤波 大吾 

 

ⅱ 企業と連携した日本語教育の体制整備の展開 

【福岡県】（令和２～４年度「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」活用） 

    ・福岡県企画・地域振興部国際局国際政策課 課長補佐 鹿毛 久史 

    ・直方市教育委員会文化・スポーツ推進課 課長 梅原 達巳 

 

ⅲ 都道府県と市町村の連携による日本語教育の展開―基本方針策定を踏まえて― 

【愛知県】（令和２～４年度「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」活用） 

    ・愛知県県民文化局社会活動推進課多文化共生推進室 室長補佐 太田 美代子 

    ・豊田市生涯活躍部国際まちづくり推進課 主査 丸山 宗祐 

 

⑥  意見交換（１時間５分） 

・実践報告者（岩手県・福岡県等・愛知県等）別に意見交換 

 

⑦  情報提供 （１0分） 

  日本語学習サイト「つながるひろがる にほんごでのくらし」追加コンテンツ紹介 

  ・凸版印刷株式会社 
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７ その他 

・本研修の参加費は無料とする。 

・申込時に、「⑥意見交換」において参加希望するグループを第２希望まで指定すること。締切後

調整の上、後日連絡する。 

・参加者には前日までにアクセス用URLを送信する。 

 

12:50    13:00   13:05              14:00    14:15        14:45     14:55                 16:15             17:20    17:30 

【参考】（研修において紹介予定） 

○令和２年度「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」事例報告書（令和４年２月発行） 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/chiikinihongokyoiku/pdf/

93664401_01.pdf 

○「生活者としての外国人」のための日本語学習サイト 

「つながるひろがる にほんごでのくらし」（通称：つなひろ） https://tsunagarujp.bunka.go.jp/                  


